
新興感染症対応に係るロジックモデル（修正案） 【資料3】
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指標
・サーベイランスシステムの登録医療機関数
★ゲノム解析の実施機関数が２か所以上（流行初期以降）
★協定締結医療機関が診療件数、検査数、入院患者数等を報告する割合100％

指標 ★県からのよびかけ後、何らかの感染対策を実施した県民90％以上

指標

指標 ★誹謗中傷相談窓口の設置（流行初期）

指標
★ワクチン接種に関する専門的な相談窓口（多言語及び聴覚障害者に対応可）を県
内に１つ以上設置（ワクチン接種開始時）

指標

★東信・北信・南信・中信に大規模ワクチン接種会場を１つ以上設置（一般県民への
ワクチン接種開始時）
★新型コロナワクチン接種における集団接種会場とのマッチング実績を基にワクチン
接種業務に従事する医療従事者を確保（登録）（医師・看護師・薬剤師）
（一般県民へのワクチン接種開始時）

指標
★２次対応医療機関を各圏域に１つ以上設置（ワクチン接種開始時）
★３次対応医療機関を全県で２つ以上設置（ワクチン接種開始時）

指標
★県及び保健所設置市に相談窓口をそれぞれ１つ以上設置（流行初期）
★多言語及び聴覚障害者に対応する相談窓口を県内に１つ以上設置（流行初期）

指標
★発症から受診までにかかる日数が平均３日以内（流行初期）
★検査から結果判明までにかかる日数が平均１日以内（流行初期）

指標
〇協定締結医療機関（発熱外来）の数（流行初期・流行初期以降別）
〇個人防護具の備蓄を行っている医療機関数

指標 ★発生届受理から濃厚接触者の特定にかかる日数が平均１日以内（流行初期）

指標

〇核酸検出検査（PCR検査等）の流行初期・流行初期以降の実施能力
（①地方衛生研究所等、②医療機関・民間検査会社）
〇地方衛生研究所等の検査機器台数
〇地方衛生研究所における実践型訓練の実施回数

指標 ★人口当たりの感染者数、死亡者数が全国平均以下

指標

〇保健所等の人員（市町村からの応援職員を含む）、即応可能なHEAT要員の確保
数（流行初期）
〇都道府県職員（感染症業務従事者）が年１回以上研修及び実践型訓練を受けた
割合
〇協定締結医療機関（人材派遣）が派遣可能な医師・看護師数とチーム数
（うち、DMAT・DPAT・協定を受け保健所単位で編成するチーム数等）
・感染管理認定看護師の養成・登録者数

指標

・第一種感染症指定医療機関を全県に１つ以上整備
・第二種感染症指定医療機関を圏域別に１つ以上整備
〇協定締結医療機関（入院）における流行初期・流行初期以降の確保可能病床数
（重症患者及び特に配慮が必要な患者の病床を含む）
〇個人防護具の備蓄を行っている医療機関数

指標 ★入院が必要と診断されてから、入院までにかかる日数が平均１日以内

指標
・搬送・移送について協定締結している消防機関数
・保健所への移送車両の配備台数

指標 ○後方支援医療機関数

指標

指標
〇協定締結医療機関（医療人材）が派遣可能な医師・看護師数とチーム数（うち、
DMAT・DPAT・協定を受けて保健所単位で編成するチーム数等）
〇医療従事者等を研修・訓練へ参加させた協定締結医療機関数

指標 〇民間事業者との協定による宿泊施設の確保居室数（流行初期・流行初期以降別） 指標

★発生届の受理から健康観察の実施までにかかる日数が平均１日以内（流行初期）
★入院が不要と診断されてから宿泊療養施設入所までにかかる日数が平均２日以内（流
行初期）
★生活支援の申し出を受けて発送までかかる日数が平均２日以内

指標
〇自宅・宿泊施設・高齢者施設の療養者へ医療等を提供する協定締結医療機関等
（医療機関、薬局、訪問介護事業所）の数

指標
★健康観察・生活支援センターの設置（流行初期）
・県の生活支援業務を補完する取り組みを行う市町村数

指標

〇保健所等の人員（市町村からの応援職員を含む）、即応可能なＩHEAT要員の確
保数（流行初期）
〇都道府県職員（感染症業務従事者）が年１回以上研修及び実践型訓練を受けた
割合

1

感染拡大が可能な限り抑制され、県民の生命及び健康が守られている。

4

★ワクチン接種に係る相談窓口体制の整備

★ワクチン接種体制の整備

5

19

健康観察等を行う人材の確保、養成及び資質の向上

17

自宅・宿泊施設・高齢者施設での療養者への医療提供体制の整備

【入院医療提供体制】
入院が必要な感染者が適切な医療を受けられる

2

【まん延防止】
早期の受診・ 検査により感染者が適切な行動がとれる
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16

軽症者等が療養する宿泊療養施設の確保

18

自宅療養者等への健康観察・生活支援体制の整備

15

感染症患者に医療を提供する医師、看護師等の確保及び資質の向上

14

入院調整（圏域内、広域、要配慮者）の連携体制の推進

感染症患者以外の一般患者の受入れ又は感染症から回復した患者が転院できる後方支
援医療機関の確保

4

12

患者・疑い患者を移送する連携体制を整備

入院医療機関の病床確保体制を整備

病原体の検査体制の整備
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1

感染症の発生動向に関する情報収集・分析体制、及び対策の企画・検討体制の整備

6

★ワクチンの副反応に対する診療体制の整備

ま
ん
延
防
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7

★有症状者に対応する相談体制の整備

3

感染症に関する正しい知識の普及の推進

8

13

発熱患者等の診療体制の整備
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11

目指す姿（分野アウトカム）

2

感染症の発生状況・予防方法・医療提供体制に関する情報発信の体制を整備

9

5

入院を要しない感染者が症状に応じて適切に療養できる

3

【まん延防止】
接触者や濃厚接触者が適切な行動がとれる

感染者の状態に応じた医療が提供される

個別施策（アウトプット） 中間成果（中間アウトカム）

10

検査やクラスター対策等にあたる人材の確保、養成及び資質向上の推進

感染者等の人権に配慮するとともに適切な感染対策をとれる

1

【予防】
①県民等が感染症に対する理解を深め、適切な行動がとれる

先頭の★印は実際に新興感染症（新型コロナと同程度の感染症を想定）

が発生した際に実施を想定する「個別施策」又は「指標」


